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【問 １】次の１から４までの記述のうち、民法の規定及び下記判決文によれば、正しいものはどれか。 

（判決文） 

 所有者甲から乙が不動産を買い受け、その登記が未了の間に、丙が当該不動産を甲から二重に買い受け、更

に丙から転得者丁が買い受けて登記を完了した場合に、たとい丙が背信的悪意者に当たるとしても、丁は、乙

に対する関係で丁自身が背信的悪意者と評価されるのでない限り、当該不動産の所有権の取得をもって乙に

対抗することができるものと解するのが相当である。 

 

１ 所有者ＡからＢが不動産を買い受け、その登記が未了の間に、Ｃが当該不動産をＡから二重に買い受けて

登記を完了した場合、Ｃは、自らが背信的悪意者に該当するときであっても、当該不動産の所有権取得をも

ってＢに対抗することができる。 

２ 所有者ＡからＢが不動産を買い受け、その登記が未了の間に、背信的悪意者ではないＣが当該不動産をＡ

から二重に買い受けた場合、先に買い受けたＢは登記が未了であっても当該不動産の所有権取得をもってＣ

に対抗することができる。 

３ 所有者ＡからＢが不動産を買い受け、その登記が未了の間に、背信的悪意者であるＣが当該不動産をＡか

ら二重に買い受け、更にＣから転得者Ｄが買い受けて登記を完了した場合，ＤもＢに対する関係で背信的悪

意者に該当するときには、Ｄは当該不動産の所有権取得をもってＢに対抗することができない。 

４ 所有者ＡからＢが不動産を買い受け、その登記が未了の間に、Ｃが当該不動産をＡから二重に買い受け登

記を完了した場合、Ｃが背信的悪意者に該当しなくてもＢが登記未了であることにつき悪意であるときに

は、Ｃは当該不動産の所有権取得をもってＢに対抗することができない。 

 

 

 

 

 

【問 ２】相続に関する次の記述のうち、民法の規定によれば、誤っているものはどれか。 

１ 被相続人の生前においては、相続人は、家庭裁判所の許可を受けることにより、遺留分を放棄することが

できる。 

２ 家庭裁判所への相続放棄の申述は、被相続人の生前には行うことができない。 

３ 相続人が遺留分の放棄について家庭裁判所の許可を受けると、当該相続人は、被相続人の遺産を相続する

権利を失う。 

４ 相続人が被相続人の兄弟姉妹である場合、当該相続人には遺留分がない。 

 

 

 

 

 

【問 ３】制限行為能力に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、正しいものはどれか。 

１ 成年後見人は、後見監督人がいる場合には、後見監督人の同意を得なければ、成年被後見人の法律行為を

取り消すことができない。 

２ 相続の放棄は相手方のない単独行為であるから、成年後見人が成年被後見人に代わってこれを行っても、

利益相反行為となることはない。 

３ 成年後見人は成年被後見人の法定代理人である一方で、保佐人は被保佐人の行為に対する同意権と取消

権を有するが、代理権が付与されることはない。 

４ 令和４年４月１日からは、成年年齢が 18歳となったため、18歳の者は、年齢を理由とする後見人の欠格

事由に該当しない。 
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【問 ４】Ａ所有の甲土地にＢのＣに対する債務を担保するためにＣの抵当権（以下この問において「本件抵

当権」という。）が設定され、その旨の登記がなされた場合に関する次の記述のうち、民法の規定によれば、

正しいものはどれか。 

１ Ａから甲土地を買い受けたＤが、Ｃの請求に応じてその代価を弁済したときは、本件抵当権はＤのために

消滅する。 

２ Ｃに対抗することができない賃貸借により甲土地を競売手続の開始前から使用するＥは、甲土地の競売

における買受人Ｆの買受けの時から６カ月を経過するまでは、甲土地をＦに引き渡すことを要しない。 

３ 本件抵当権設定登記後に、甲土地上に乙建物が築造された場合、Ｃが本件抵当権の実行として競売を申し

立てるときには、甲土地とともに乙建物の競売も申し立てなければならない。 

４ ＢがＡから甲土地を買い受けた場合、Ｂは抵当不動産の第三取得者として、本件抵当権について、Ｃに対

して抵当権消滅請求をすることができる。 

 

 

 

 

 

【問 ５】期間の計算に関する次の記述のうち、民法の規定によれば、正しいものはどれか。なお、明記され

た日付は、日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日その他の休日には当たらないものとする。 

１ 令和７年 10 月 17 日午前 10時に、引渡日を契約締結日から１年後とする不動産の売買契約を締結した場

合、令和８年 10月 16日が引渡日である。 

２ 令和７年８月 31 日午前 10 時に、弁済期を契約締結の日から１か月後とする金銭消費貸借契約を締結し

た場合、令和７年９月 30日の終了をもって弁済期限となる。 

３ 期間の末日が日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日その他の休日に当たるときは、その日に取

引をしない慣習がある場合に限り、期間はその前日に満了する。 

４ 令和７年５月 30 日午前 10 時に、代金の支払期限を契約締結日から１か月後とする動産の売買契約を締

結した場合、令和７年７月１日の終了をもって支払期限となる。 

 

 

 

 

 

【問 ６】Ａを貸主、Ｂを借主として、Ａ所有の甲土地につき、資材置場とする目的で期間を２年として、Ａ

Ｂ間で、①賃貸借契約を締結した場合と、②使用貸借契約を締結した場合に関する次の記述のうち、民法の規

定によれば、正しいものはどれか。 

１ Ａは、甲土地をＢに引き渡す前であれば、①では口頭での契約の場合に限り自由に解除できるのに対し、

②では書面で契約を締結している場合も自由に解除できる。 

２ Ｂは、①ではＡの承諾がなければ甲土地を適法に転貸することはできないが、②ではＡの承諾がなくても

甲土地を適法に転貸することができる。 

３ Ｂは、①では期間内に解除する権利を留保しているときには期間内に解約の申入れをし解約することが

でき、②では期間内に解除する権利を留保していなくてもいつでも解除することができる。 

４ 甲土地について契約の本旨に反するＢの使用によって生じた損害がある場合に、Ａが損害賠償を請求す

るときは、①では甲土地の返還を受けた時から５年以内に請求しなければならないのに対し、②では甲土地

の返還を受けた時から１年以内に請求しなければならない。 
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【問 ７】不在者Ａが、家庭裁判所から失踪宣告を受けた。Ａを単独相続したＢは相続財産である甲土地をＣ

に売却（以下この問において「本件売買契約」という。）して登記も移転したが、その後、生存していたＡの

請求によって当該失踪宣告が取り消された。本件売買契約当時に、Ａの生存について、(ｱ)Ｂが善意でＣが善

意、(ｲ)Ｂが悪意でＣが善意、(ｳ)Ｂが善意でＣが悪意、(ｴ)Ｂが悪意でＣが悪意、の４つの場合があり得るが、

これらのうち、民法の規定及び判例によれば、Ｃが本件売買契約に基づき取得した甲土地の所有権をＡに対抗

できる場合を全て掲げたものとして正しいものはどれか。 

 

１ (ｱ)、(ｲ)、(ｳ)   ２ (ｱ)、(ｲ)   ３ (ｱ)、(ｳ)   ４ (ｱ) 

 

 

 

【問 ８】ＡがＢ所有の甲土地を建物所有目的でなく利用するための権原が、①地上権である場合と②賃借権

である場合に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、正しいものはどれか。 

１ ①でも②でも、特約がなくても、ＢはＡに対して、甲土地の使用及び収益に必要な修繕をする義務を負う。 

２ ＣがＢに無断でＡから当該権原を譲り受け、甲土地を使用しているときは、①でも②でも、ＢはＣに対し

て、甲土地の明渡しを請求することができる。 

３ ①では、Ａは当該権原を目的とする抵当権を設定することができるが、②では、Ａは当該権原を目的とす

る抵当権を設定することはできない。 

４ Ｄが甲土地を不法占拠してＡの土地利用を妨害している場合、①では、Ａは当該権原に基づく妨害排除請

求権を行使してＤの妨害の排除を求めることができるが、②では、ＡのＤの妨害の排除を求めることはでき

ない。 

 

 

 

【問 ９】辞任に関する次の記述のうち、民法の規定によれば、正しいものはいくつあるか。 

ア 委任によって代理権を授与された者は、報酬を受ける約束をしている場合であっても、いつでも委任契約

を解除して代理権を消滅させて、代理人を辞することができる。 

イ 親権者は、やむを得ない事由があるときは、法務局に届出を行うことによって、親権を辞することができ

る。 

ウ 後見人は、正当な事由があるときは、後見監督人の許可を得て、その任務を辞することができる。 

エ 遺言執行者は、正当な事由があるときは、相続人の許可を得て、その任務を辞することができる。 

 

１ 一つ   ２ 二つ   ３ 三つ   ４ 四つ 

 

 

 

【問 10】ＡはＢに対し、自己所有の甲土地を売却し、代金と引換えにＢに甲土地を引き渡したが、その後に

Ｃに対しても甲土地を売却し、代金と引換えにＣに甲土地の所有権登記を移転した。この場合におけるＢによ

る甲土地の所有権の時効取得に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、正しいものはどれか。 

１ Ｂが甲土地をＤに賃貸し、引き渡したときは、Ｂは甲土地の占有を失うので、甲土地の所有権を時効取得

することはできない。 

２ Ｂが、時効の完成前に甲土地の占有をＥに奪われたとしても、Ｅに対して占有回収の訴えを提起して占有

を回復した場合には、Ｅに占有を奪われていた期間も時効期間に算入される。 

３ Ｂが、甲土地の引渡しを受けた時点で所有の意思を有していたとしても、ＡＣ間の売買及びＣに対する登

記の移転を知ったときは、その時点で所有の意思が認められなくなるので、Ｂは甲土地を時効により取得す

ることはできない。 

４ Ｂが甲土地の所有権を時効取得した場合、Ｂは登記を備えなければ、その所有権を時効完成時において所

有者であったＣに対抗することはできない。 
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【問 11】建物の所有を目的とする土地の賃貸借（定期借地権及び一時使用目的の借地権となる契約を除く。）

に関する次の記述のうち、借地借家法の規定によれば、正しいものはどれか。 

１ 借地権の存続期間が満了する前に建物の滅失があった場合において、借地権者が借地権の残存期間を超

えて存続すべき建物を築造したときは、その建物を築造することにつき借地権設定者の承諾がない場合で

も、借地権の存続期間の延長の効果が生ずる。 

２ 転借地権が設定されている場合において、転借地上の建物が滅失したときは、転借地権は消滅し、転借地

権者（転借人）は建物を再築することができない。 

３ 借地上の建物が滅失し、借地権設定者の承諾を得て借地権者が新たに建物を築造するに当たり、借地権設

定者が存続期間満了の際における借地の返還確保の目的で、残存期間を超えて存続する建物を築造しない旨

の特約を借地権者と結んだとしても、この特約は無効である。 

４ 借地上の建物所有者が借地権設定者に建物買取請求権を適法に行使した場合、買取代金の支払があるま

では建物の引渡しを拒み得るとともに、これに基づく敷地の占有についても、賃料相当額を支払う必要はな

い。 

 

 

 

 

 

【問 12】Ａは、Ｂ所有の甲建物（床面積 100 ㎡）につき、居住を目的として、期間２年、賃料月額 10 万円

と定めた賃貸借契約（以下この問において「本件契約」という。）をＢと締結してその日に引渡しを受けた。

この場合における次の記述のうち、民法及び借地借家法の規定並びに判例によれば、誤っているものはどれか。 

１ ＢはＡに対して、本件契約締結前に、契約の更新がなく、期間の満了により賃貸借が終了する旨を記載し

た賃貸借契約書を交付して説明すれば、本件契約を借地借家法第 38 条に規定する定期建物賃貸借契約とし

て締結することができる。 

２ 本件契約が借地借家法第 38 条に規定する定期建物賃貸借契約であるか否かにかかわらず、Ａは、甲建物

の引渡しを受けてから１年後に甲建物をＢから購入したＣに対して、賃借人であることを主張できる。 

３ 本件契約が借地借家法第 38 条に規定する定期建物賃貸借契約である場合、Ａの中途解約を禁止する特約

があっても、やむを得ない事情によって甲建物を自己の生活の本拠として使用することが困難になったとき

は、Ａは本件契約の解約の申入れをすることができる。 

４ ＡがＢに対して敷金を差し入れている場合、本件契約が期間満了で終了するに当たり、Ｂは甲建物の返還

を受けるまでは、Ａに対して敷金を返還する必要はない。 

 

 

 

 

 

【問 13】建物の区分所有等に関する法律（以下この問において「法」という。）に関する次の記述のうち、

誤っているものはどれか。 

１ 管理者は、規約により、その職務に関し、区分所有者のために、原告又は被告となったときは、その旨を

各区分所有者に通知しなくてよい。 

２ 管理者がないときは、区分所有者の５分の１以上で議決権の５分の１以上を有するものは、集会を招集す

ることができる。ただし、この定数は、規約で減ずることができる。 

３ 集会において、管理者の選任を行う場合、規約に別段の定めがない限り、区分所有者及び議決権の各過半

数で決する。 

４ 管理組合（法第３条に規定する区分所有者の団体をいう。）は、区分所有者及び議決権の各４分の３以上

の多数による集会の決議で法人となる旨並びにその名称及び事務所を定め、かつ、その主たる事務所の所在

地において登記をすることによって法人となる。 
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【問 14】不動産の登記に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

１ 所有権の移転の登記の申請をする場合には、その申請人は、法令に別段の定めがある場合を除き、その申

請情報と併せて登記原因を証する情報を提供しなければならない。 

２ 所有権の移転の登記の申請をする場合において、当該申請を登記の申請を業とすることができる代理人

によってするときは、登記識別情報を提供することができないことにつき正当な理由があるとみなされるた

め、登記義務者の登記識別情報を提供することを要しない。 

３ 所有権の移転の登記を申請する場合において、登記権利者が登記識別情報の通知を希望しない旨の申出

をしたときは、当該登記に係る登記識別情報は通知されない。 

４ 所有権の移転の登記を申請する場合において、その登記が完了した際に交付される登記完了証を送付の

方法により交付することを求めるときは、その旨及び送付先の住所を申請情報の内容としなければならな

い。 


